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１．はじめに 

 係留施設に代表される港湾構造物の地震時変形量の推定には，ひずみ空間における多重せん断ばねモデルを

用いた 2次元の動的変形解析(FLIP ROSE 2D) 1)が使用されている．しかしながら，構造が変化する部分で地震

時変形量（構造物法線の出入り）がどのように変化していくかを推定することは，ほとんど行われていない．

このような法線出入りの推定には，3次元の動的有効応力解析（例えば FLIP ROSE 3D）が有効な手法である

と考えられる．しかしながら，3次元の動的有効応力解析は長い演算時間が必要であることから構造物の照査

実務で使用されるには至っていない．このことから，計算時間が比較的短い 3 次元の弾性 FEM 解析を用いて，

1995 年兵庫県南部地震の係留施設の被災に関して，構造変化部分周辺の法線出入りの推定方法を検討した． 

２．検討施設  

 検討施設は，図１に示すポートアイランド（第 2 期），岸壁 PC13 および PC14 である．PC13 は図 2(a)に示

すとおり，粘性土を床掘置換した断面である．PC14 は図 2(b)に示すとおり粘性土を SCP 改良した断面である．

両施設の地震後の法線出入りを図 3 に示す．PC13 の水平変位は約 3.4m であるのに対し，PC14 の水平変位は

約 2.5m であることがわかる．この差は，主として地盤改良断面の相違によって生じているものと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

３．法線出入量の推定 

 施設の構造変化部分の法線

出入りの推定手順を(1)～(6)

に,(7)には推定結果を示す． 

(1)PC13 と PC14 の 2 つの断面

に対して，地盤を線形弾性体

と仮定し，水平方向に一様な

加速度を加えた自重解析を

行い，施設の水平変位と沈下量を再現する水平方向加速度と地盤の弾性係数を算定する．この計算には FLIP 

ROSE 2D の自重解析機能を用いた．手順(1)を含む以後の解析において，基礎捨石と裏込石の物性はその下

の置換砂や SCP 改良地盤と同じとした．図 4 に PC13 と PC14 の計算結果を示す． 

(2)図 4 に示したように，水平変位・沈下量と調和する水平加速度は PC13 と PC14 で異なっている．PC13 と

PC14 の境界領域を扱うため，水平方向加速度を両者の水平方向加速度の平均値に設定する． 

(3)手順(2)で求めた加速度を用いて，2 次元自重解析を行って，図 4 のメッシュで PC13 断面と PC14 断面の水

平変位が一致する地盤の弾性係数をあらためて求める．このとき，沈下量を合せ込むことはしない． 

キーワード 3 次元 FEM，線形弾性体，港湾施設被害，1995 年兵庫県南部地震 
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図 1 検討施設位置図 2) 

(a)PC13 標準断面図            (b)PC14 標準断面図 

図 2 検討施設の標準断面 2) 

図 3 PC13 および PC14 の法線出入り（文献 2)より作図） 
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(a)PC13                        (b)PC14 
図 4 手順(1)の 2 次元 FEM 解析の結果 

 

 

(4)手順(1)および(3)で用いたメッシュを断面方向に押し出し，2 つ

の断面を結合した 3 次元メッシュを作成する．ここで，床掘置

換え断面の擦り付けもモデル化した．また，ケーソンの目地を

再現するため，Y 軸方向の 5 列に 1 列の割合でケーソンが存在

しないものとし，ケーソンの単位体積重量は 1.25 倍とした．図

5 に解析の基本とした 3 次元のメッシュを示す． 

(5)3 次元の解析メッシュに，手順(2)で求めた加速度，(3)で求めた

弾性係数を入力し，3 次元の変形解析を行う．著者らは FLIP ROSE 3D の自重解析機能を用いた．PC13 の

3 次元解析の水平変位は 2 次元解析の水平変位に対して 9%程度小さく，2 次元解析および実測値に一致す

るように弾性係数の調整が必要であった．計算された護岸の水平変位の分布を実測値の法線出入りととも

に，図 7 の青い実線で示す．図 7 を見ると，330m～390m 辺りで計算値が実測値よりも小さく，この辺り

では,入力した地盤の弾性係数よりも実際の地盤の平均的な弾性係数が小さいことが示唆された． 

 (6)3 次元解析結果を見ると捨石および裏込石のせん断歪 γZX は 0.022～0.057 であり，平均的には 0.037 程度の

せん断歪が生じていた．PC13 と PC14 の実測値の水平変位の差が約

0.9m，同じく鉛直変位の差が約 0.6m である．これらの変位の差が

図6の水平変位の変化の大きい 330ｍ～390ｍの青色破線の範囲で生

じていると考えると，この範囲では平均的に√(0.92＋0.62)÷60=0.018

程度のせん断ひずみが生じているものと考えられる．これも加える

とケーソン周辺のせん断ひずみは概ね√(0.0372+0.0182)=0.041 となる．

せん断ひずみが0.037から0.041に増加した際のせん断剛性の低下を

北澤ら 3)の用いたせん断ひずみと G/G0 の関係から求めると，図 7 に

示すとおり約 15%の低下となる．このことから，330m～390m の区

間について，地盤の弾性係数を 85%に低下させて再計算を行った． 

(7)推定結果：330m～390m の弾性係数を 85%に低下させた場合の法線

出入りの計算結果を図 6 の赤線で示す．図 6 の黒い実線で示した護

岸の法線出入りとよく一致する結果が得られた． 

４．まとめ 

 水平方向加速度を考慮した 3 次元の弾性 FEM解析に水平方向と鉛直

方向の変位差から算出したせん断ひずみによる剛性低下を考慮することで，岸壁の構造変化部分周辺の法線の

変化を精度良く計算することができた．3 次元の非線形動的 FEM 解析が実務で用いられるようになるまでの

間，このような方法による構造変化部分周辺の法線出入りの推定計算も試す価値があるものと考えられる． 
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図 6 法線出入りの計算結果 

図 7 境界部の剛性低下の算定 

図 5 3 次元解析の基本メッシュ 
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